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自治紛争処理委員 平成２３年第１号－第３回会議 

平成２３年９月１５日 

 

 

【宇賀代表】  定刻になりましたので会議を始めます。 

 本日の審査の進行等につきましては、省令第２３条の規定に基づきまして代表自治紛争

処理委員である私が行うこととします。 

 本日の審査は参考人として農林水産省の担当者から口頭で陳述していただくこととして

おり、この陳述に関しましては公開で行うことといたします。また、審査の進め方ですが、

農林水産省から口頭陳述していただき、陳述の後、私ども委員のほうから参考人に対して

質問をさせていただきます。その後に、両当事者から参考人に対して質問等があれば伺う

ことといたします。 

 それでは、早速、農林水産省の方、陳述をお願いいたします。 

【農林水産省】  おはようございます。農林水産省農村振興局農村計画課で農業振興地

域制度を担当しております室賀と申します。よろしくお願いいたします。座らさせていた

だきます。 

 本日お配りさせていただいている資料でございますけれども、１点目は農業振興地域の

整備に関する法律の３段表でございます。これにつきましては法律・政令・省令と、これ

が３段になったものでございます。それともう一つは農振制度に関しますガイドラインと

いうものでございます。技術的助言ということで、制度の円滑な運用をしていただくため

に発出しているものでございます。そうしましたら、私のほうからまず先にいただいてお

ります特に陳述等を求めようとする事項ということでいただいておりますので、それに沿

ってということでご説明をさせていただきます。 

 その前に、農振法の先ほどの３段表のほうをごらんいただきたいと思うんですけれども、

「農業振興地域の整備に関する法律」ということでございまして、まず１ページ目に目的、

それから、地域の整備の原則等につきまして記載させていただいているところでございま

すが、本制度の目的等につきましては、ここにございますように「農業の健全な発展を図

るとともに、国土の資源の合理的な利用に寄与する」ということでございます。その中で

特に農振整備計画、市町村で定めていただいております農振整備計画の策定に当たります

考え方といたしまして、２条のところでその原則が書かれております。後段のほうになり
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ますけれども、「国土資源の合理的な利用の見地からする土地の農業上の利用と他の利用と

の調整に留意」して、我が国の主要な農業地域といったものを保全する、形成する、そう

いった中で必要な農業に関する投資をしていくということでございます。 

 全体の法律の構成でございますけれども、１つは次のページで３条の２ということでご

ざいまして、これは国がこの法律に基づきまして確保すべき農地、特に優良農地の面積の

目標等の確保に関する事項というものを指針として定めてございます。この指針に基づき

まして、４条になりますけれども、都道府県が農業振興地域整備基本方針というものを定

めております。これにつきましては２項にございますけれども、先ほどの国の指針との関

係ございます。これに基づきということで整合性をとって、各都道府県の確保すべき農用

地等の面積の目標に関します事項ということを定め、その目標の達成に資する各種の施策

に関します事項について定めてございます。 

 これに基づいて今度８条のほうにまいりますけれども、６ページをごらんいただきたい

と思います。都道府県が先ほどの基本方針に沿って、農業振興地域を指定いたしますけれ

ども、この中で各市町村が農業振興地域の整備計画というものを定めていただいていると

いうことでございます。２項のところで農用地区域に関します事項、それから、各種の農

業生産基盤整備を含めました施策についてのマスタープランに当たるところでございます

けれども、事項を定めていくということになります。この整備計画に関します基準という

ものが、次のページを見ていただきますと８ページでございますが、第１０条といったと

ころにございます。 

 まず、農用地利用計画、農用地区域を定める計画ですがそれを含めた農振整備計画につ

きましては、先ほどございました都道府県の農業振興地域整備基本方針に適合するという

形で定めていただく形になってございます。また、３項にございますが、農用地区域に含

めるべき土地ということでございまして、それが３項の１号～５号まで記載させていただ

いております。特に集団的に存在する農用地、これは効率的な農業生産ができるという規

模で、１０ヘクタール以上の規模の集団性を持つ農地につきましては、含めるべき土地と

いうことで位置づけをしてございます。 

 それから、もう１点、２号のところでございますけれども、土地改良事業等によりまし

て、農業用用排水施設の整備等を行っております事業の受益地、これにつきましては生産

性の高い農業生産ができる農地ということでございまして、農用地区域に含めるべき土地

というような位置づけをしてございます。この２つは全国統一的に確保すべき農用地とし
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て位置づけをしてございます。それから、３号・４号につきましては、こういった含める

べき農地につきまして、保全利用するために必要な施設なり農業用施設といったものにつ

いて位置づけをしてございまして、５号のところで市町村が地域の農業振興を図る上で特

に野菜の生産振興なり、果樹の生産振興なり、そういった地域の農業振興を図るために必

要な地域につきまして、農用地区域に含めるべき土地ということにしてございます。 

 今の１０条３項にかかわる事項につきましては、農用地区域に含めるべき土地になって

ございますが、一方で１７ページですけれども、１３条というところがございます。この

整備計画につきましてはできる限り計画的な管理をしていただくというところでございま

すけれども、ここにあります都道府県の基本方針、農用地の確保に関する事項等を定めて

おります基本方針、それから、農業振興地域、またはおおむね５年ごとに実施いたします

基礎調査、これは農業の情勢とか地域の状況を見ながら調査を行いまして、その結果に基

づきということになりますが、あとは経済事情の変動等によりまして変更が必要と判断し

た場合には、遅滞なく計画を変更するという形になってございまして、２項のところでそ

のうち特に農用地等以外のもの、全体の整備計画を変更する中でそのうち農用地等以外の

ものにするための農用地区域の変更を行うには、次の５つの要件のすべてを満たした場合

に限り行うことができるという仕組みになってございます。 

 こういった仕組みの中で今回いただいております陳述等を求めようとする事項、まず１

番目でございますけれども、８条第４項ということでございます。整備計画の中で農用地

利用計画、農用地区域なり農業上の用途を定めております農用地利用計画でございますけ

れども、これに関しましては、その策定・変更に当たりまして都道府県知事の協議・同意

ということを要することとしております。そういった中で都道府県知事の裁量といったと

ころでございますけれども、１つは農振整備計画は先ほど１０条のところにございました

が、都道府県の基本方針に適合して定めるということがございます。そういう意味では各

都道府県におきます農用地の確保の方向といったところとの適合・整合を図るといったと

ころが１点ございます。あとは１１条のところに整備計画を定めるための手続が書いてご

ざいます。この手続に関しての確認ですね。それから、先ほどあった各種の変更なり策定

に当たります基準、こういったものが適切に判断されているかどうかといったところを確

認した上で同意する、不同意するという形になりますので、裁量という意味ではあります

と、先ほどありました都道府県ごとに定めております基本方針との整合の部分は、各都道

府県ごとに農業の情勢なり地域の状況が違いますので、そういった中で判断をしていただ
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いているといったところでございます。 

 それから、もう１点、法第１０条第３項についてでございますが、農用地の集団性が第

１号に規定する規模以下になった場合の取り扱いということでございます。先ほど農用地

区域に含めるべき土地ということで１０条３項のところに位置づけがございましたけれど

も、現行では２１年の法改正までは集団性要件を２０ヘクタール以上としておりましたが、

２１年の法改正、特にそのときの法改正につきましては、農地がずっと減り続けていると

いった状況なり、農業内部の問題といたしましては耕作放棄地の発生という状況がござい

まして、優良な農地をこれ以上できる限り減らさないと、確保し有効利用していくという

ようなことで農地法等の改正が行われております。そういった中で、先ほどありましたよ

うに集団性の要件につきましても、２０ヘクタール以上から１０ヘクタール以上に変更を

したわけでございますけれども、これの規模を下回った場合といったところでございます。 

 これについては、先ほどお話をいたさせていただきました１０条３項のところの農用地

区域に含めるべき土地のところの１号が、全国統一的に確保すべき、編入すべき土地にな

っているわけでございますが、この規模を下回った場合、これについての扱いとしては５

号のところで判断していくということになります。ただし、農用地区域自体が先ほどあり

ました各種の農業振興施策を計画的・効率的に実施していくということがございますので、

したがって、直ちにということではなくて、今後の農業の情勢なり農業振興施策の方向等

を見た上で、判断していただくというような形でございますので、５号のところでそうい

った全体の農業の情勢なり土地の状況を見ながら、今後とも農業用地として確保すべき土

地ではないという判断があった場合については、一定の変更は可能であるということにな

ります。 

 それから、土地改良事業またはこれに準じる事業が行われた土地について、いつまで農

用地区域に含めておく必要があるのかといったところでございます。先ほど９ページにご

ざいましたけれども、農用地区域に含めるべき土地の中の１０条３項２号のところ、土地

改良事業の受益地でございますね。これにつきましては具体的には施行規則第４条の３と

いったところで、その対象となる事業が書かれてございます。これは目的といたしまして

はその事業の目的が農業の生産性の向上を図る目的で行われた事業につきまして、他の農

地に比べまして生産性の高い農業ができると、優良農地であるという判断のもとに含める

べき土地になってございます。もう１点は先ほどの施行規則４条の３第２項のところにご

ざいますけれども、国が直接実施したり補助等で実施するものでございまして、これは一
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定の整備水準以上の水準の中で事業が行われたものにつきましては、生産性の高い農業生

産ができる農地として整備されたものであるということでございます。これにつきまして

は、例えば農業用用排水施設の整備によりまして収量を上げたところについては、その施

設の適切な管理等を行いながら、生産性が向上された効用を確保していくということにな

りますので、そういった効用が確保されている状況の中で判断していくということになり

ます。そういう意味では、各種施設につきましては適切な維持管理、場合によっては施設

を更新しながらその効用を確保していくこととなりますので、その期間になると思います。 

 それから、もう１点、１３条の関係でございますけれども、農用地利用計画の変更の部

分でございまして、農地以外のものにする場合以外についてはどこで判断するのかという

ことでございます。基本的には先ほどありました１０条３項に該当する農地については、

３項の柱書きにもございますけれども、農用地区域に含めておかなければならない土地で

ございますので、そういった意味では、仮に農地のままでということになりますと、含め

るべき土地の基準と整合がとれなくなるということになります。この基準に該当している

土地についてはですね。仮に農地のままで変更をしようとしたときはどこで読むかという

判断につきましては、農用地等以外のものにすることを目的としておりませんので、１３

条第１項で判断されるということになります。ですから、例えば先ほどの１０条３項５号

で市町村が地域の農業振興のために特に必要だと判断して編入していたところについて、

その編入する目的がなくなったというふうに判断した場合につきましては、この１３条１

項によって判断されて変更されていくということになります。 

 ①につきましては以上でございます。 

【農林水産省】  引き続き②のほうにつきまして、私、農林水産省農村振興局の農地資

源課長の瀧戸と申しますが、手賀沼干拓事業の関係につきましてご説明をさせていただき

たいと思います。座らさせていただきます。 

 まず、手賀沼干拓土地改良事業が農業の生産性を向上することを直接の目的とする事業

であると判断する根拠は何かということでございますが、これにつきましては私どもの「国

営手賀沼干拓土地改良事業変更計画概要書」を見てみますと、その中で「周辺耕地２,６２

０ヘクタールの土地改良を行い、完全なる二毛作可能地にし」、途中を省きますが、「農業

基盤の向上を図り、近代営農への転換を画するものである」として事業計画、事業の目的

が定められているということで、この事業を排水条件の改良により農業生産の向上するこ

とを目的とする事業であるということが判断できるかと思います。また、事業計画書の中
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身を見てみますと、この事業の計画の中で米の増加生産量でございますとか、麦の増加生

産といったようなものを見込んでいるということの中で、そういう農業生産性の向上とい

うことをきちんと効果の中でも見ているということで、これ自体が農業生産性の向上を目

的とする事業であるということが判断できるかと考えております。 

 次に、全体として農業生産性の向上を目的とする事業について、事業施行区域内の一部

の地域について事業目的が防災事業であるということが考えられるかということの質問で

ございますが、今回のいろいろ議論のところにつきましては、いわゆる防災事業と、それ

から、通常の農業生産性の向上を目的とする事業、私どもで言いますとこのあたりの分類、

通常のかんがい排水事業というものがございますが、そういったような部分であるかと思

っております。特にこの中の議論としまして、その前提といたしまして例えば畑作物、麦

とか大豆というものにつきましては、排水条件の悪いところでは非常に物が育ちにくいと

いう議論がございます。ですから、排水を良くすることによりまして、そういう畑作物の

できを良くするということを目的といたしまして、排水の改良を行うといったような事業

をするということが通常であるということでございます。ですから、いわゆる全体として

農業生産の向上を図るとするということで、事業の受益地、目的とする対象とするエリア

を決めるということをやった場合におきまして、その一部のみにおいてそこが農業生産性

の向上という意味の部分はなくて、防災の目的のみになってしまうということは基本的に

非常に考えにくいのかなと。 

 全体として排水をよくしていけば、そのエリアにおいては通常の状況においては作物の

できはよくなっていくと考えられますので、そういういわゆる農業生産性の向上が、防災

目的のところの一部においては、全然ないといったようなことというのは非常に考えにく

いことかと思っておりますし、私ども内部で少し私が調べる限りにおきまして、そういっ

たような事業というものは、国営の土地改良事業についてはないと考えております。この

手賀沼干拓の土地改良事業の変更計画概要書、変更計画書の中で確認を行いましたが、こ

の事業にとってみてもそういった一部についてのみ防災といったような記述はないところ

でございます。ちなみに防災事業といった場合は、例えば通常考えないような大雨が降っ

たような場合について、それで全体が漬かってしまって、ふだんの年であれば期待できた

収穫等がとれなくなってしまうということが考えられますので、そういったようなことを

防止するための事業というふうなことで実施すると。先ほどのかんがい排水事業というこ

とについては、通常、排水をよくしていくといったようなことの中で、毎年、毎年、採れ
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る採れ高を上げていくというふうな考え方があるところでございます。 

 それから、次に当初は農業生産性の向上を目的とした事業でも、途中で目的が変更され

事業目的が防災事業になるということは考えられるかというご質問でございますが、これ

も今申し上げましたように、通常、農業生産性の向上を目的としているということは、例

えば用水、水を畑作物にかけることによって干ばつを防ぐとか、今ほどのように排水をよ

くすることによって畑作物なり米のできをよくしていくという事業をやるわけでございま

すから、それにそういう例えば１０年に一度、３０年に一度の大雨でそこら中が全部漬か

ってしまって、何もとれなくなってしまうようなことを防ぐような事業をやるということ

の場合というのも、後で追加したり、もともとそういう事業の目的もあわせて行うという

ことも考えられますが、そういう事業を例えば後ほどで追加するということがあったとし

ても、例えばそれによってもともと目的としていたそういう農業生産性の向上というふう

なところの部分がなくなってしまうということは、これも非常に考えにくいと考えている

ところでございます。 

 これについても、先ほど申しましたように、ですから、手賀沼の干拓事業につきまして

は防災事業というものは入っていないということもございますし、そういう中ではなかな

かそういうことは非常にありにくいのかなと思っております。目的の変更ということが一

般論としてないかといえば、あり得る可能性はございますけれども、今ほど申しましたよ

うにもともとそういう排水を改良して農業生産性の向上をするような事業において、通常、

防災ということで排水をよくするということであれば、さらに例えばいわゆるかんがい排

水事業で畑作物のできをよくするとか、米のできをよくするとかいうことで常時の排水を

よくするような目的でつける排水ポンプに加えて、さらに大雨が降ったときに対応して大

きなポンプをつけいくということが、通常、考えられる世界でございますから、そのとき

にまさに大は小を兼ねるでございまして、大きなポンプをつける中において、もともと目

的としていた部分が全然なくなってしまうということは非常に考えにくいということでご

ざいます。 

 それから、４番目でございますが、当該干拓事業の計画変更について地権者の同意は必

要であったかということでございます。土地改良事業の計画変更、事業を実施する際でも

同様でございますが、まずこれは地元の農家の方から同意をいただくという手続をとって

おります。この同意の対象者は土地改良法の第３条に定めておりまして、事業の参加資格

者ということで通常はそこの農地を持っておられる所有者もしくは耕作者ということにな
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っております。それは土地改良法自体はもともと昭和２４年、いわゆる戦後の農地解放の

後にできているということの中で、耕作者主義ということで基本的にはそこの土地を実際

に農業をやっておられる方、土地を持って人に貸している人の同意を得るというよりも、

そこで農業を営んでおられる方から同意をいただくということを基本にしているところで

ございます。 

 ですから、通常はそこでの例えば借りて農業をやられている方であっても、その方から

同意をいただくということが普通でございますが、一般論で申しますと通常は今は農地を

持っておられる方と耕作をされている方というのは、大体一致をしている場合がこれまで

は多うございましたので、その辺で大きな違いはないかと思いますけれども、その中でも

う一つは例えば耕作者はおられるけれども、所有者の方のほうが自分がこれの土地改良法

の同意の３条の資格者になりたいといったようなことをする場合には、農業委員会が承認

をするという形の中で、所有者か３条資格者になるといった場合もあるところでございま

す。ただ、そこの事業の農地につきましては、いずれの方が例えば耕作者であろうが所有

者であろうが、そこにおいて３条資格者ということで同意をされれば、その農地について

は当然その事業の計画の内容に拘束をされるということになるわけでございまして、それ

はどちらか片方の同意がいただければ、その中でその事業をやり、そこの事業を実施する

のに必要な負担金なり、そこの事業で例えばできましたポンプの運転経費等をいただくと

いうことについても、強制的に行うことが可能になるということでございます。 

 それから、また土地改良法の規定につきましては、基本的に全員の同意を得るというこ

とを必要としておりませんで、全体で事業に参加されている方の３分の２の同意をいただ

ければ、残りの３分の１の方につきましては同意をしなくても、つまりその方がノーと言

われてもその方の土地も含めて事業を実施して、その事業の範囲の中に含めてよいという

ことになっているところでございます。 

 その次に、同意が必要でない程度の変更ということで、当初の同意が有効であると考え

てもよいかということでございますが、例えば事業計画の変更という手続が、国営土地改

良事業の場合は土地改良法の８７条の３のほうに規定をされておりますが、その中でいわ

ゆる重要な部分の変更する場合にはこういった手続をとるということで、今ほど申しまし

た土地改良法３条に定める資格者の同意をとるということが必要になっているところでご

ざいますが、そういう重要でない変更、軽微な変更につきましては基本的に必要がないと

いうことにはなっているところでございます。軽微な変更と申しますのは、例えば事業費
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で物価変動を除いたところの１０％以内の変更でございますとか、主要な工事計画以外の

変更、主要な工事計画というのは例えばその中に入っているところの排水ポンプでござい

ますとか、取水ポンプでございますとか、大きな水路の位置とか、そういったような計画

の変更といったようなものがないもの、それから、受益面積の増減ということで、もとの

計画の１０％以上の増減がないようなもの、こういったようなものについては関係のいわ

ゆる３条資格者の同意というものが、同意が必要ないというか、そういう事業計画変更の

手続をとる必要はないというふうな形になっているところでございます。 

 ただ、ちなみにこの手賀沼の土地改良事業の計画変更という形については、同意をきち

んととってやられているということかと思いまして、それ以外に軽微な変更ということを

やられたような形跡はないのではないかと考えているところでございますし、例えば今ほ

ど申しましたような防災機能の追加みたいなことになりますと、やはりポンプの追加とか、

そういったようなこというのが必ず出てくると私ども考えておりますので、そういうこと

であれば、当然、同意等が必要になってくる状況にもなると思われておりまして、そうい

うこと等からしてそういうような状況は、この中では起きていないのではないかと考えて

いるところでございます。 

 以上です。 

【宇賀代表】  ありがとうございます。 

 それでは、委員の方からご質問等ございますでしょうか。 

【大橋委員】  済みません、農振法の仕組みについてちょっとお聞きしたいんですけれ

ども、例えば集団的農用地ということで一定規模以上のところを保全するという１号と、

基盤整備事業が行われた２号というのがございますね、基準が。それぞれの基準は独立の

ものと考えてよろしいんですか。一定規模以上あればかけるし、事業が行われていればか

けるし、一定規模以上で事業が行われればもちろんかけるという、そういう理解で。 

【農林水産省】  そうですね、独立したものになりますので、実態的には集団的農用地

というところについては、かなりの部分こういった土地改良事業で生産性向上するための

事業というのが入っていると思いますけれども、ここの判断としては仮に土地改良事業が

入っていない集団的農地であっても、１号のみで含めるべき土地として判断してございま

す。 

【大橋委員】  そうすると、例えば２号も含めたという、そういう土地については、１

号の要件が外れたからといって除外するということはできないことになりますね。 
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【農林水産省】  そうでございます、はい。 

【大橋委員】  それで、例えば一定規模の集団的農用地なんですけど、これ一定規模を

割ったら、つまり、ヘクタール要件で割ったら、自動的に農用地から外れるという、そう

いう理解でよろしいんですか。 

【農林水産省】  ２号にかかわらない土地改良事業がされていないところで……。 

【大橋委員】  されていない場合です。 

【農林水産省】  例えば１０ヘクタールを割ってしまったといったところにつきまして

は、この最初の１号・２号の全国統一的に含めるべき土地としている基準からは外れます

ので、そうなると、今度、その判断としては市町村で５号のところで、その地域について

今後確保していく必要があるかどうか、農業振興のために必要かどうかという判断をした

上で、そういう判断のもとにここはそれに当たらないといったときについては外すことは

可能でございます。 

【大橋委員】  ああ、そうですか。 

【農林水産省】  ただ、農用地区域については各種の農業施策、基盤整備もそうですし、

近代化施設の受益も含めて、そういった各種の施策が行われる区域でもございますので、

面積を割ったからといってすぐ外してしまうと、そこで各種施策を行うことが可能であっ

た土地から、そうでない土地になってしまいますので、そういった状況も踏まえながら、

今後のことを検討していただいて判断していただいているというところでございます。 

【大橋委員】  ちょっと条文を見た感じで、この１号のところの要件外れたら、今度、

この５号のほうに行くというのがなかなか読みにくい。 

【農林水産省】  そういうことですね。 

【大橋委員】  読みにくいものですから、解説書とか読むとそういうふうに書いてある

ので、確認と思ってお聞きしているんです。それで、そうだとすると、１号で簡単には外

れなくて５号のところ審査というか、検討が入るわけで、そこで市町村が「いや、ここは

農用地として私ども残します」という判断をすれば、そのまま残っていく形になると思う

んですけれども。 

【農林水産省】  そうです、はい。 

【大橋委員】  それでも市町村が判断して「いや、ここはもう農用地としては残すには

値しません」という判断を下されて、それで除外したいということで出てきたら、知事さ

んのほうが「いや、これはやっぱりもろもろ考えたらやっぱり残すべきじゃないですか」
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といって不同意ということってあり得るんですか、この仕組みの中で。 

【農林水産省】  ここの基準のみによってそれを判断することはないです。ただ、先ほ

どありました都道府県の基本方針との適合というところがございまして、そこは協議の中

で双方で調整していただいて、できる限り適合・整合が図られるようにしていただくとい

う仕組みでございますので、そこを判断した上で対応していただいているといったところ

はございますが、この要件を判断する中で、今おっしゃられたように５号に該当し、市町

村がもうここは農用地として確保すべき土地じゃないよと判断した段階で、これは外す方

向の整理することは可能でありますので、その辺を調整をしていただく上で判断していた

だければと思っております。 

【大橋委員】  そうすると、やっぱり知事としてこれは不同意出すとすれば、先ほど言

われた県の出している指針とかとの関連……。 

【農林水産省】  基本方針ですね。 

【大橋委員】  基本方針との関連で判断する。 

【農林水産省】  はい、はい。 

【大橋委員】  ただ、基本方針というのはちょっと内容的にはかなり漠としているとい

いますか、さっきの１０ヘクタールとかいうものと比べると、基準として不明確のような

気がするんですけれども、それに基づいての不同意というのは考えられることなんですか。 

【農林水産省】  ですから、基本方針との適合といいますのは、例えばここだけで判断

するのではなくて、市町村全体から見ますと例えば１号・２号に該当しているような農地

があった場合に、そこが何らかの理由で農用地区域に入っていない状況がもしあったとす

れば、そういったところは含めていただくように検討していただくとか、例えば耕作放棄

地が一部あるとすれば、その耕作放棄地に対して一定の施策を行って農地として確保して

いただくとか、そういった全体の調整をした上で整合を図るということになりますので、

ここのみで判断されるものではないということになります。 

【高橋委員】  今の点ちょっといいですか。 

【宇賀代表】  はい、どうぞ。 

【高橋委員】  外す場合のことで考えると、知事の同意・不同意を判断する場合に基本

方針との整合性で見るとおっしゃったですよね。その基本方針は、ただ、図面に正確に落

としているようなものではなくて、おそらく文書と、あるいは、あっても図面でもかなり

大ざっぱな図面だと推測するんですけれども、具体的に、じゃ、ここを外されては困ると
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いうふうに知事が判断する場合のその根拠というのは、どういうふうに……。 

【農林水産省】  ですから……。 

【高橋委員】  つまり基本方針と合致しているか、合致してないかということが一義的

に出てくるのかどうかという。 

【農林水産省】  そういうことですね。 

【高橋委員】  ええ。 

【農林水産省】  除外という、要はこの１号・２号に該当しない農地を除外することに

ついて、言ってみれば５号のところでも市町村が「農業振興上必要ないよ」といったとこ

ろを、例えば都道府県が「いや、そこは入れておくように」と、こういう判断のもとに不

同意するということはないと思うんです。適合というのはあくまでもそれ以外の、本来、

法に基づいてやるべき例えば編入すべきところが編入されてないとか、そういったところ

を見ながら対応するということになっております。 

【大橋委員】  今度は２号のほうでちょっとお聞きしたいんですけれども、基盤事業が

行われたというこの土地ですね。ここはそれだけの公共投資がされている土地なので、な

るべく残すような形でというように考えていると思われるんですけれども、この２号の該

当の土地について例えば時間の経過の中でだんだん受益性に変化が出てきたとか、そこの

ところの状況が変化してきたとかいうようなことで、事業地としてはもはや、何というか、

存在しなくなったというような形で見て、１３条１項で変更するというようなことは可能

なんですか。そういう建前にこの法律は立ってなくて、事業で行われたものについてはや

はり２項のほうできちんと変更要件を満たしていることを言って、例えば５号にあるよう

な８年とかいう政令基準を満たしているというところで外してくださいという、そういう

整理をしているのか、そこはいかがですか。 

【農林水産省】  そうです。おっしゃられましたとおり、１０条２号につきましては国

の直轄とか補助事業でやったところでございまして、例えば農業用排水施設の受益地であ

った場合に、その農業用用排水施設の事業といいますのは管理も含めた事業でございまし

て、例えば一定の期間過ぎまして施設の機能が低下してきたということであれば、通常で

は管理の中で低下が起きないように適切に管理を行っていく、または老朽化等によって必

要な場合には更新をしていくということで、もともとあった事業といいますか、施設の機

能を維持する形で対応していかれますので、そういった意味では一たん整備をしたところ

の受益に対して、一定の効果というのが持続されていると。そういう持続されている期間
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につきましては、この２号に該当してくるということになると思います。 

【大橋委員】  この２号該当地の変更というのは、１３条２項でやるというのが一般的

ですか。 

【農林水産省】  そうですね、含めるべき土地の中に存在しているということですので、

一般的には他の利用をするといったときに、そういった周辺の農地への影響がないという

こと等を見ながら判断されるということでございます。 

【大橋委員】  この１３条２項で変更する場合に、すべての要件満たさないといけませ

んよという非常に厳しい縛りがかかっていて、その５号のところを見ますと、こういう事

業が行われたときでも政令の基準だと工事完了から８年で足りるのですか。 

【農林水産省】  はい。 

【大橋委員】  これが終わると変更できることになっているんですけれども、この８年

という数字というのは、営々としてやってきた事業のわりには、何か随分あっさり短いよ

うな気もするんです。 

【農林水産省】  これはですね、国費を投資したところでございます。一方で国費を投

資したところについて、未来永劫、除外をさせないとなると、地域全体の土地利用の実現

なり現実的な対応ができないというところもございまして、その投資された国費なりに対

しての効用とその他の利用との関係も考慮して８年と、これは適化法等による補助金返還

の期間といいますか、一定の期間に転用されたら、補助金を返還していただきますよとい

う期間の８年になってございます。 

【大橋委員】  そうですか。 

【農林水産省】  はい、ですから、そういった意味では国費なりを投資した効用を、そ

の間は少なくとも確保してくださいねということでございます。それ以外の４つの要件を

すべて満たした状態で８年を経過したときには、その周辺の農地への影響というのは軽微

であるという判断がされた上で、やむを得ないという判断をしていきますので、その段階

になったときには一定の除外を認めていく、要は他の利用との調整の中で認めていくとい

うことになっております。 

【高橋委員】  いいですか。 

【宇賀代表】  はい、どうぞ。 

【高橋委員】  これはむしろ土地改良事業のほうにかかわるのですが、農振法の規則の

４条の３です。初歩的な質問になるかと思うのですが、４条の３の２号の「次のいずれか
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に該当する事業であること」で国が行う事業ってありますよね、あるいは、国が直接・間

接に経費の全部・一部につき補助を行う事業、今回の場合は２号のほうには当たらないと

考えてよろしいのですか。 

【農林水産省】  当たります。２号のイに当たります。 

【高橋委員】  ２号のイ？ 

【農林水産省】  ええ、国が行う事業。 

【高橋委員】  そうすると、１号には該当しないわけですか？ 

【農林水産省】  １号と２号は両方です。 

【高橋委員】  両方ですね、両方を満たす必要がありますね。 

【農林水産省】  はい。 

【高橋委員】  はい、わかりました。 

【農林水産省】  ちなみに１号のイの部分ですね、この用水・排水の改良というところ

につきましては。 

【高橋委員】  はい、結構です。 

【宇賀代表】  よろしいですか。 

【高橋委員】  ちょっと聞き取りにくかったところもあるので重ねてのお答えになるか

と思うのですが、２番目のお答えのところで、全体として農業の生産性の向上を目的とす

る事業の場合に、事業区域の一部についてだけ防災目的事業ということは考えにくいとお

っしゃったのですけど、制度上はあり得るのか。実際にはほとんどないというお答えだと

考えていいと思うのですけれども、制度上はそういうのは可能なのですか。 

【農林水産省】  土地改良法制度という世界、私、法律のほうではございませんのでな

かなかあれではございますが、法制度という中で机上の概念としてはあり得る可能性があ

るかと思いますが、事業を実際にそこで適用してやるということで考えますと、それを現

実のものとして実際そういったような事業をやるということはまずあり得ない。つまり農

業生産性の向上ということを目的としてやっているところの中で、一部エリアだけが防災

事業しかないみたいな、そんな部分というのは非常に考えにくいのかなと思っております。 

【高橋委員】  防災事業の典型例というのはさっきおっしゃったように、突然の大雨で。 

【農林水産省】  通常とれていた毎年とれているような作物の収量がとれなくなってし

まうと、そういう災害によりですね、それを防止するという観点で事業をやるということ

かと思います。ちなみに先ほどちょっと一番最後のところで一番肝心なことを申しており
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ませんで、この地区については受益面積の大幅な変更、それから、用・排水計画の変更、

基礎となる部分の変更なり施設の変更、それから、事業費の変更ということをいずれもや

っておりまして、それが先ほどの１０％を上回っておりますので、計画変更を要する、同

意を必要とするような計画変更を要するような事業であったということで、それで変更を

同意をいただいてやっているということでございます。 

【高橋委員】  最後の点も伺いたかったところなのですけれども、本件の場合は昭和３

８年に計画変更をしていますよね、つまり当初は用水と排水の双方受益だったのが、揚水

施設の一部の建設をやめて、すなわち排水のみの受益地も含めて土地改良を行うというふ

うに目的を変更していますね。そのことが今おっしゃった１０％以上の変更ということの

意味ですか。 

【農林水産省】  この変更はですね、今、私が申しております変更計画のほうは、昭和

３８年になるんでしょうか。済みません、ちょっと、今、手元に資料が……。 

【高橋委員】  ３８年１１月の計画変更概要書ですよね。 

【農林水産省】  そうですね、はい、このときのことで……。 

【高橋委員】  わかりました。時系列的にはその前になるのですけれども、昭和３３年

に存在している計画概要書というのが本件の場合にはあって、それと、その３８年の概要

書の内容の記載に若干違いがあって、３３年の段階では用水と排水の双方の受益治水を目

的とした土地改良事業だったんですけれども、３８年の計画変更で揚水機の建設を一部取

りやめて、そして、計画の目的も用水と排水の双方の受益だけじゃなくて、用水・排水受

益地プラス排水のみ受益地ということに変更したんですよね。その変更が先ほどおっしゃ

った同意を要する変更に、当たるのかどうかということを伺いたいのです。 

【農林水産省】  ３３年のときにまず用水だったのを排水を追加したということでござ

いますね。 

【高橋委員】  ３３年の段階では用水と排水の双方受益の土地改良ということだったの

です。 

【農林水産省】  だから、そのときに１回計画変更をやって、さらに多分３８年のとき

にその排水の受益の部分についてさらに大きな区域の追加なり、施設の増強といったよう

なことをやっているかと思いますが、もとに戻って３３年の時点において排水の受益を追

加したとすれば、当然、その時点において、これは今ちょっと手元に資料等はないので、

私の推測ということでお答えさせて……。 
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【高橋委員】  ３３年の段階では排水のみ受益地は追加してないのです。追加したのは

３８年の段階です。 

【農林水産省】  ああ、はあ。 

【高橋委員】  ３３年の段階では用水……。 

【農林水産省】  はい、３８年のときに排水を追加すれば、当然、そこの中で排水のポ

ンプとか、そういったようなものを別途つけ加えておりますし、それによって費用も増加

しておりますから、当然、そこで計画変更が必要になっているということかと思いますが。 

【高橋委員】  おそらく我孫子の方から後でまたご質問されると思うので、私たちはこ

の点はこれで結構です。 

【農林水産省】  はい。 

【高橋委員】  それから、もう１点、８７条の３の変更に当たる場合ということで幾つ

かおっしゃいましたね。１つは、よく聞き取れなかったのですけど、主要な工事計画の変

更ってありましたよね。 

【農林水産省】  はい。 

【高橋委員】  それから、もう一つ、１０％以上とおっしゃったのは、何の１０％です

か？ 

【農林水産省】  事業の費用の１０％以上です。 

【高橋委員】  費用ですか。 

【農林水産省】  はい。 

【高橋委員】  この増減がある場合？ 

【農林水産省】  はい、事業費で主要工事計画に係るもののうちですね、ああ、失礼し

ました。事業費で物価とか労賃の変動による部分を除いた事業費の１０％以上の変動のあ

る場合ということになっております。それから、受益面積の変更につきましては……。 

 そうですね、１０％ですね。それから、主要工事計画の変更ということ。 

【高橋委員】  受益面積も１０％？ 

【農林水産省】  １０％です。 

【宇賀代表】  一般論としてなんですけれども、賦課金を負担している農用地について、

災害防止を目的とする事業の受益地というふうに解することは可能なんでしょうか。 

【農林水産省】  はい、済みません？もう一度お願いします。 

【宇賀代表】  一般論として、賦課金を負担している農用地につきまして災害防止を目



 -17-

的とする事業の受益地ということはあり得ると解してよろしいでしょうか。 

【農林水産省】  負担しているからそこが災害の防止を目的とする事業の受益地である

というところがイコールかというと、なかなかそこは難しいかとは思います。逆に言えば、

そこのところのある事業をやっていて、その受益を受けているということをもって賦課金

をお支払いしていただいているということであって、そこの事業の受益のもとになるもの

が防災であるか、かんがい排水事業であるかということは、賦課金を払っていることのみ

をもってはなかなかわからない、もとの事業をたどってみないとわからないということか

と思います。 

【宇賀代表】  よろしいですか。 

【大橋委員】  済みません、農振法にもう一回戻ってしまうんですけれども、１３条１

項での変更というのは具体的にどんなものが、今、実務的にあるんですか。 

【農林水産省】  １３条１項の変更といいますと……。 

【大橋委員】  はい、代表例です。 

【農林水産省】  農振整備計画は実質的には農用地区域を定める農用地利用計画とマス

タープラン、各種施策の事項に関するところがございまして、ですから、その全体の中で

例えばマスタープラン部分の変更というのもあり得るわけですね。また、例えば農用地利

用計画、農用地区域の関係につきましては、先ほどありました１０条３項５号のところで、

もう今後とも農用地として確保する必要がないと判断したところとか、そういった場合は

特に農用地以外のものにすることを目的としておりませんので１３条１項によることにな

ります。 

 ただ、この変更する場面につきましては、先ほど変更について１３条１項のところで、

幾つか基本方針の変更とか、農振地域とか、基礎調査とかありましたけれども、そういっ

た全体を変更として判断するときには、少なくとも基礎調査等を行って地域の農業の情勢

を今後どうしていくかということを踏まえて、変更していっていただくということを、原

則としてお願いしているところでありますけれども。 

【宇賀代表】  よろしいですか。 

 それでは、両当事者から質問等があれば伺いたいと思います。発言される際には私の許

可を得た上で発言してください。 

 まず、我孫子市から何かご質問等はございますでしょうか。 

【我孫子市】  よろしいですか。 
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【宇賀代表】  はい。 

【我孫子市】  代理人の徳本でございます。 

 先ほど高橋委員のほうからもお話しありました件を先にちょっとご質問させていただき

たいんですが、県のほうから国に対して今回の根戸新田地区を農用地区域に設定するに当

たって、国営干拓事業がどういう事業の目的かということで判断を求める照会をされて、

それで、関東農政局のほうから回答をされている。これは今回審査の乙１１号証でも出さ

れているものなんですが、その回答の中を見させていただいた中では、この「昭和３８年

の事業計画明細書には以下のように記載されていますので」という、３８年の計画明細書

をもとにしてご判断をされていたと見受けられます。 

 その中では２点書いてあって、１点は事業の目的によって沼周辺の湛水被害をなくすこ

ととされており、湛水被害防止による作物の増収が見込まれることと、非常に単純に湛水

被害をなくすこととされているから、湛水被害防止により作物増収が見込まれている、認

められることというふうに結びつけられる判断の仕方というのがわからないので、その辺

ちょっとご説明をいただければありがたい。 

 それから、もう一つ、事業の目的において完全なる二毛作可能地に治水・利水両面の整

備により農業基盤の向上を図り、近代営農への転換を画するとされており、排水条件の改

良により土地利用率が向上し、作物の作付面積の増加が見込まれることと判断される。治

水・利水両面の整備によってこういう目的が達せされて、根戸新田について見れば排水事

業だけになっちゃっていたわけなんですけれども、そういうところも矛盾があるのかなと

思うにもかかわらず、最後は「農業の生産性を向上することを直接の目的とする事業であ

る」と結論づけられる。この辺の考え方をちょっと補足して説明していただければありが

たいんですが。 

【農林水産省】  まず、いわゆる湛水の防止ということになると、もう作物の増収は考

えられるというふうなところのご議論かと思いますが、私ども一般的に事業計画を考える

際に、例えば地下水、畑作物等の場合につきましては、そこでの通常のとれる収量と、そ

れから、いろいろな例えば農業試験場等の実験のデータ等によりまして、水が１年、物を

つくっている間に何日漬かるとどれだけ減収がすると。例えば水稲だと３日間水に漬かっ

てしまいますと何％減収になるとか、それから、例えば麦とか大豆につきまして同様な形

で、そういう湛水と減収等の関係といったようなものについて、そういうデータ等をとっ

てまいりまして、その結果によってそういう湛水被害を防ぐと、これまでの生産量として
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はこの程度であったものが、例えば計画でいきますと、この当時は石で出ていましたけれ

ども、米だと５石とか、麦だと１２石の増産が見込めるというふうなこと、そういったよ

うなデータのほうから整理をいたしておりまして、それで効果、つまり事業をやれるかや

れないかということを判断するための根拠にしているわけでございますので、そういうの

が事業計画の中にありまして、それをもって湛水を防止することによって作物の増加等を

図っているというふうに、一番頭の目的の中にはそういうふうにまとめて書いてあるとい

うことでございます。 

 それから、排水の受益のみというところがあったり、用・排水をよくしてということの

中で、全面的な二毛作をというところではございますが、例えばもともと水がある程度確

保できるような場所等があって、排水の条件だけが悪いといったような場所、もしくは排

水の条件は非常によい、例えば農地が非常に高い場所にあって排水の条件はよいけれども、

水がなかなか確保できないといったような場所もあります。逆に繰り返しになりますが、

非常に低い場所にあって水はわりあい周りにあって、干ばつのときなんかでも水はかけら

れるけれども、常時排水の条件が悪くて、すぐに雨が降れば漬かってしまうような場所が

あるといったようなことがありますので、そういったような改良する場合については、全

体の受益の中で排水のみを改良する場所、用水のみを改良をする場所ということはありま

す。これは土地改良事業の中ではよくあるものでございまして、それらを含めて全体のエ

リアとしてはかんがい及び排水をやることによって、農業生産の向上を図るという言い方

をしているところでございます。 

【我孫子市】  よろしいでしょうか。先ほどちょっと畑作について強調されていました

が、ここは根戸新田で水田のところが受益なんですが、同じ考え方ですか。 

【農林水産省】  ここでは二毛作と、特に水田ということでも同様でございまして、水

田自体も先ほど申しましたように、例えば水位が上まで漬かってしまう日が続けば、減収

をしてくるということもございますし、それから、土地利用の土地利用率を上げるという

考え方の中で、これは二毛作ということで夏場は米をつくり、冬場は麦をつくるというふ

うな考え方をしておりますので、冬場はきちんと麦をつくれるようにするということにな

れば、それは水位を下げ、地下水位を下げるというか、農地からの排水をよくするという

ことが、これは非常に重要な条件になってくるということでございます。ですから、水田

において裏作として麦をつくるということは念頭にあるかと思っております。 

【我孫子市】  ただいまのお話、根戸新田の地元の方のいろんな陳述やお声を聞いてい



 -20-

る中と、実態がその後の効用が違うので、そこはちょっとご指摘だけしておきますが、先

ほど高橋委員のほうからお話しがあった昭和３３年の事業概要書を見ると、根戸新田地区

についてみると用水・排水両方の受益を受ける。そこの地区も揚水機場をつけることにな

っていたんですが、その後３８年の計画変更ではその揚水機場の計画がなくなって、そこ

はもう排水受益のみだけになっているんですね。この考え方というのは今おっしゃったか

んがい排水でまたそこを生産性を上げるために、用水のみの場合でもあるし、排水のみの

場合もあるという話もあるんですけれども、実際は、今、地元の農家の方々は揚水施設が

整備されてなくて、自分たちでポンプを設置して、自分たちの費用で用水確保して、排水

といったら排水と言えるほどのことは事実上ないと思われますけれども、そういう受益だ

とされている。すると、矛盾があるかと思うんですが、いかがでしょうか。 

【農林水産省】  今時点でどうかということはまたこれは別に議論かと思いますけれど

も、その時点において用水的に他の地域に比べて著しく不足がなかったというふうなこと

も１つの判断として、全体の事業費、どうしても日本全国でいろいろな事業をやっており

ますので、一定の地域でのみいっぱいお金をかけるわけにもいかないとすれば、全体の事

業の増嵩を防ぐという、増数を防ぐということの中で、ある程度省略できるような施設に

ついては少し省略をして、この３８年の計画変更においても相当大幅な事業費の増嵩とい

うのがあったようでございますので、そういうことの中でできるだけ全体として安い費用

にしようという考え方というのはあったのかなと思っております。 

 それから、その上において排水の施設そのものが目の前になくても、手賀沼自体の水位

を調整することによって全体その周辺の農地に対する湛水の被害の防止とか、地下水をコ

ントロールして水面の水位が下がれば周りの農地の地下水位も下がってまいりますので、

そういうような中で作物のできをよくするという考え方というものは十分考えられます。

それから、その後、長い年月を経る中で、例えばつくるものとかいったようなものが当時

とは大分変わってくる中で、今時点でそういった新たなものをつくるということの中に対

する水が足りないという議論は、これはあることは否定はできないかとは思っております

が。 

【我孫子市】  先ほど事業計画変更で施設の増強があったのではないかというお話でし

たけれども、それは根戸新田地区の受益との関係でも施設の増強があったと考えられるの

でしょうか。 

【農林水産省】  済みません、ちょっとそこは、私、手元に資料がないので……。 
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【我孫子市】  済みません。 

【農林水産省】  はっきりはわかりませんが、全体の対象の雨量等を大きくしておりま

すから、その中で手賀沼に対応する機場等についても、その大きくした対象雨量でできる

ようにしているので、この時点で排水での増強の効果というのは、このエリアにも当然及

んでいると考えられると思います。 

【我孫子市】  単純に施設、ここの手賀沼から……。済みません、よろしいですか。 

 手賀沼の水位を下げるというか、排水するために手賀排水機場をつくって利根川に排水

しているんですが、その排水機場自体で見るとその施設能力は当初の計画以後変わってな

いと見られるんですが、その辺はどうですか。 

【農林水産省】  済みません、ちょっとそこのデータ的なものを私は、手賀沼の排水…

…。よろしいですか、済みません。 

 手賀沼の排水機場自体はですね、基本的に能力自体は手元の資料では変わっていないこ

とは確かでございますですね。 

【我孫子市】  はい、済みません。農地防災事業との関係なんですが、私たちは昭和１

３年とか、１６年とか、非常に大きな雨のときに実際に根戸新田地区も被害があったとい

うことだとかお話しを聞いていて、その通常収穫できる生産・収穫できるはずのものが、

時々の大雨だとか台風・洪水によって何年か、十何年かに１回だとかいうことで被害をこ

うむると。そういうことを防止するということは、ほんとうここに計画書に書いてありま

すが、湛水を防止するためにということで、農地防災の趣旨をそこから見てとれませんか。 

【農林水産省】  当然そういった農地防災的なニュアンスも当然あるかと思っておりま

すが、事業のもとの計画の中においては、まずは生産性の向上を図るということで効果を

見ておりますので、この事業計画自体としてはまずはそういうかんがい及び排水によって

生産の作物の向上を図るという、通常の農業生産性の向上を図る事業ということで、位置

づけられているものだと思っております。 

【我孫子市】  前回の審査のときもちょっとご指摘をさせていただいたんですが、計画

概要書にある排水受益地のみのところが、かなりな増収の計画で数字だけは出ている。実

際にちょっと計算をしてみると非常にかなりな事実上かさ上げというか、数字になってい

て、こういうものって国営の事業でそういう単純なというか、増収計画、こういう増収に

つながるからこそこういう事業をやるんだ、費用対効果も考えるんでしょうけれども、そ

ういうことってあり得るのか。そのときに、県下全体での増収の状況だとかを、ここの我
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孫子地区の増収との比べ方をしてちょっと比較もさせてもらいましたけれども、それもあ

えて増収がこれだけ進んだなというようなデータも見受けられないで、そういうようなこ

とがもとにあってというか、そういうこともあって、増収がほんとうに計画の目的で、生

産性向上が直接目的であったとほんとうに言えるのかというのはすごい疑問なんですが、

その辺どうでしょう。 

【農林水産省】  数字について、何から申しましょうか。まず一般論として土地改良事

業においてそういう生産性の向上を図るといったようなことを目的としている事業は非常

に多うございます。その中でこの地区において例えば米ですと改良地ではヘクタール当た

り５石、麦では１２石の増産といったようなものを見ておりまして、それの設定、もとも

と計画書に設定していた数字が妥当かどうかということは、今になってはちょっと私ども、

今どうかということ自体を申し上げることはあれではございますが、通常は先ほど申しま

したように、いろいろなその地域の県の農業試験場等のデータ等を見ながら、それから、

周りの市町村の平均収量等を見ながら設定をするという形をしていて、それであまりめち

ゃくちゃな数字でそれを入れているということはないのではないかと思っておりますが。 

【宇賀代表】  よろしいでしょうか。 

【我孫子市】  それから、ちょっとよろしいですか。今回の議論、今ちょっと出ないん

ですが、農水省と建設省の覚書の関係なんですが、市街化区域の編入に係るルールの関係

なんですが、よろしいですか。 

【農林水産省】  ええ。 

【我孫子市】  今回、県からの答弁書をいただいている中で、昭和４５年の市街化区域

を設定する際に事務次官の通達はあるんですが、それとあわせて農地局長と建設省の土地

局長が覚書を昭和４０年８月２１日に結んでいて、ここで既に市街地を形成している区域

に含まれる農地については、この規定の適用がないものとするという扱いをされていると

なっている。こうしたことで仮に国営干拓土地改良事業の受益地が市街化区域に編入され

る場合、この判断の基準というか、都市サイドで一方的にここはもう市街化区域に編入さ

れるべきだと、市街地の形成が既にされているからここはもう市街化区域に編入していく

と、これは農林漁業調整と関係なく切り離してできたものなんでしょうか。 

【農林水産省】  まず４３年に都市計画法ができたときから、現在は政令の８条という

ところにありますが、市街化区域、市街化区域というのは既成市街地ってもう既に市街地

になっているところと、土地区画整理事業等で新たに市街地化していくといったところが、
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市街化区域に入っていくわけでございますが、新たに市街地化していくところについての

市街化区域の編入については、優良な集団農地その他の長期にわたって農用地として保全

すべき土地は、原則として含めないという基準がございます。もう一つは、都市計画法２

条にあります原則の中で農林漁業との調和といったところがございます。 

 これを基にして市街化区域への編入をするときには、都市計画法の２３条第１項で農林

水産大臣との協議をすることになってございます。市街化区域への編入に関する都市計画

は都道府県が計画を定めて、その際に国土交通大臣に協議して同意を得るわけですけれど

も、その国土交通大臣が同意する前に農林水産大臣との協議をいたします。その協議をも

って市街化区域への編入がここは妥当かどうかという調整を、先ほど政令８条の基準に基

づいて行うという形になってございます。 

【我孫子市】  そういう編入をするときには、いずれにしても何らかの調整措置はとら

れるというのがルールだったと考えてよろしいですか。 

【農林水産省】  そうですね、はい。 

【我孫子市】  では、勝手に都市サイドで判断をしてということはあり得ないですね。 

【農林水産省】  あり得ないですね。 

【我孫子市】  そうしたときに、農林業調整のルールといいますか、ここの土地につい

て、そういう判断をするというか、既成市街地でそういう判断をしていく、ここは農地防

災事業なのかって判断していく、もしくはそれ以外の生産性を向上するような一般的な事

業として判断していく、これの農林調整をしていく上でのルールといいますか、都市計画

サイドでは市街化区域編入することだとか含めて、都市決定をする際にその前段の土地計

画基礎調査をやられて……。 

【農林水産省】  ああ、そうですね。 

【我孫子市】  その基礎調査をもとにして素案をつくったり作業に入って、それを受け

て県なら県の農林サイドと協議・調整をされていって、ここが市街化区域に問題なく編入

できます、ここは農林漁業調整が必要ですだとか、調整されるんでしょうけど、その辺の

ルールの全体をちょっと……。 

【農林水産省】  まずは先ほどのルールの根拠が都計法政令８条なんですね。「原則とし

て」とついているところがございます。それをもとにして農林漁業との調整措置に関する

通達というのが、今ですと農村振興局長通知になっていますけれども、あと国交省のほう

でも通達がございますが、その中でどういう調整をするかということが書かれております。
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これは当時４３年の新しい都計法ができたときから区域区分、市街化区域と市街化調整の

区域区分といいますけれども、区域区分に関します調整についてはその調整措置方針、当

時は事務次官通達でありましたけど、に基づいて行うということです。 

 そのときの考え方としては、まずは集団的農地とか農業生産基盤の土地改良事業等の事

業をやったところですね、こういったところは原則として含めないということにしてござ

いまして、特例的に市街地がどう形成されていくか、例えば新しく駅ができて駅の周辺を

市街地化する必要性があるかどうかというと、一般的には駅ができれば市街地化していく、

あとインターができた周辺については、一定の流通業務とかいう計画的な土地の利用とい

うのがされていくということを考慮して、都市計画サイドのそういった事情を考慮した形

で調整を進めていくというのがありまして、ですから、原則があった上でそういう市街地

の状況を考慮して、ここまでは市街地、市街化区域に編入することはやむを得ないねとい

う判断をするという調整をしています。 

 これはなぜかというと、区域区分によってそういう調整をすることで、個々の開発自体

はその市街化区域の中でやっていただくと。それ以外のところは調整区域として、当然、

調整区域は農業地域がございますので、それ以外のところは農業地域として保全して各種

施策を効率的にやっていくと。そういう意味で、区域区分の調整というものを進めていく

ところでありますので、仮に優良農地の部分であっても、その一部は今後の計画的な土地

利用を図る上で必要な部分について調整の結果ですから、大臣同士の調整の結果、やむを

得ないと判断したところで対応しているといった仕組みになっています。 

【宇賀代表】  きょうですね、こちらを１２時に出る必要があります。私、大学の公務

で戻らなければなりませんので、千葉県のほうからのご質問の時間が全くなくなってしま

いますので、次に千葉県から何かご質問ございますでしょうか。 

【千葉県】  千葉県農地課の寺内です。すぐ終わります。 

 農振法の関係で伺いたいんですけれども、最初に知事の同意の関係で基本方針との整合

性を見て判断するというご説明があった後に、委員から除外の件で「基本方針で不同意と

いうのがあるんですか」というご質問があって、それは「ない」というとのお答えだった

と思うんです。 

【農林水産省】  ないというのではなくて、５号に対してのみで判断することはないと

いうことで、１０条３項５号ですね、除外というところの要件に関して不同意とするなり

ということはないということでありまして、当然、基本方針はそれ以外の１０条３項のと
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ころの含めるべき土地の話とかもありますので、ですから、除外の部分だけを判断して対

応するということではないという意味でお答えさせていただいたんですけどね。 

【千葉県】  そうしますと、同意基準というのが本件で問題になっているわけですけれ

ども、知事は同意基準に基づいて、照らしてその除外相当かどうかを判断することになる

わけですが、その場合、基本方針と同意基準との関係はどうなるんでしょうか。 

【農林水産省】  基本方針、同意基準についてもまずはこの法律に基づく要件、それと

整備計画自体が基本方針とも適合を求めていますので、ここの部分も判断されるわけです

よね。ですから、その基本方針との適合というところの判断をどう解釈するかということ

だと思いますけれども、今、私が申したのは先ほど言った１０条３項５号の部分について、

仮に市町村がもう必要ないよと判断したことのみをもって、ここの要件というのはあくま

でも市町村の判断の部分でありますので、そこのみをもって同意・不同意を判断するもの

ではないということを申させていただいたということなんですけれども、ですから、そこ

の適合というのはあくまでも全体の農用地の確保についての調整ですよね、基本方針と整

備計画との整合というのは。ですから、農用地の確保がどのようにされているか、通常１

０条３項にかかわるような含めるべき土地で入ってないようなところは当然求めて整合を

とっていくし、それから、施策によって確保していくようなところも含めて調整をして、

全体を含めて整合を図られたとすれば、そこは同意になりますしということを申し上げさ

せていただいたんです。 

【千葉県】  昨年、本件で同意基準が設定・公表されてないという勧告が出まして、ご

存じだと思いますけれども、それで、それまではその同意基準というのは基本方針に盛り

込まれていたものですが、それが自治法に基づくものではないということで、改めて自治

法に基づいて千葉県は設定をいたしました。今回の不同意についてもその同意基準に基づ

いて、照らして不同意としたわけでございまして、その点については？ 

【農林水産省】  そこは私が申しているのは法律上の判断として、どういう整理をする

かということを申させていただいたものですから、今おっしゃられた同意基準に基づく公

表されたもので、同意・不同意の判断というのは当然されていくべきだと私は思いますけ

ど。 

【千葉県】  結構です。 

【宇賀代表】  千葉県のほうはほかによろしいですか。 

 予定より長くかかってしまいまして、大学の公務の関係でもうこれで終わりにしなけれ
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ばならないのですが、何か特に最後に委員のほうからございますでしょうか。よろしいで

すか。 

 それでは、公開の審査はこれで終了させていただきます。ありがとうございました。 


